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１．2023年の国土計画における自然資本 【要点】

① 自然資本は、「グリーン国土」の創造という文脈から、主に
生物多様性（ネイチャーポジティブ、30by30、グリーンインフ

ラなど）と、気候変動対応（カーボンニュートラル、森林資源
などの自然循環、再エネなど）の観点から重視されている。

② 広域での取組についても、国土形成計画の主要なコンセプ
トとなっている「地域生活圏」や、すでに環境省の政策として
出されている地域循環共生圏との関係などを念頭に、自然
資本の保全・拡大がうたわれている。

③ 観光との関係から、自然資本の活用が述べられている。

④ 自然資本の、国土管理との関係は現時点では直接的では
ない。国土管理の主眼は、人口減少（所有者不明土地、荒
廃農地・森林などへの対策）と災害対応（流域治水、ハザー
ドエリア対応）となっている。国土利用計画（全国計画）にお
ける言及も限定的となっている。



Source: 第25回国土審議会(2023.6.7)資料 「新たな国土形成計画（全国計画）
及び第六次国土利用計画（全国計画）の原案について」

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001613290.pdf



国土形成計画全国計画における自然資本の主な記述
（第25回国土審議会(2023.6.7)資料の原案より）

• 「グリーン国土」の創造
– 「その基本的な方向性として、我が国国土と社会経済活動の基盤となる自然資

本の保全・拡大と持続可能な活用を図る観点から、・・・30by30による健全な生態
系の保全・再生や広域的な生態系ネットワークの形成、カーボンニュートラルの
実現を図る地域づくり、・・・地域課題解決や観光等の地域活性化、地域循環共
生圏の視点も踏まえた地域内の資源循環の向上や・・・自然資本の持続的な利
活用や生物多様性の保全との関連づけの強化等の取組を・・・推進する。」

• 広域での取組（地域生活圏・地域循環共生圏）
– 「自然資本の保全・拡大と持続的な活用を推進するため、地域生活圏等の取組

とも連携しつつ、広域的な生態系ネットワークの構築・維持に向けて、分野横断
的に多様な主体が連携して、一体的に取り組むことが重要である。」

• 観光との連携
– 「エコツーリズム、グリーンツーリズムなど、世界に誇る自然資本や地域文化を活

かした観光地域づくりを推進する。国立公園・国民公園の魅力向上、国際競争力
の高いスノーリゾートの形成、アドベンチャーツーリズムの推進、農泊の推進など、
地域の自然資本や文化を活用し、観光立国の復活に向けた取組を推進する。」

Source: 第25回国土審議会(2023.6.7)資料 「国土形成計画（全国計画）原案」
（計画部会報告）https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001613290.pdf



Source: 第25回国土審議会(2023.6.7)資料 「新たな国土形成計画（全国計画）
及び第六次国土利用計画（全国計画）の原案について」

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001613290.pdf



Source: 第25回国土審議会(2023.6.7)資料 「新たな国土形成計画（全国計画）
及び第六次国土利用計画（全国計画）の原案について」

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001613290.pdf



Source: 第25回国土審議会(2023.6.7)資料 「新たな国土形成計画（全国計画）
及び第六次国土利用計画（全国計画）の原案について」

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001613290.pdf



Source: 第25回国土審議会(2023.6.7)資料 「国土形成計画（全国計画）参考資
料集」 https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001613294.pdf



Source: 第25回国土審議会(2023.6.7)資料 「国土形成計画（全国計画）参考資
料集」 https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001613294.pdf



Source: 第25回国土審議会(2023.6.7)資料 「新たな国土形成計画（全国計画）
及び第六次国土利用計画（全国計画）の原案について」

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001613290.pdf



Source: 第25回国土審議会(2023.6.7)資料 「新たな国土形成計画（全国計画）
及び第六次国土利用計画（全国計画）の原案について」

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001613290.pdf



（国土管理構想）
市町村管理構想・地域管理構想の対象範囲

Source: 国土交通省『国土の管理構想（本文） 』
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_000130.html



Source: 第25回国土審議会(2023.6.7)資料 「新たな国土形成計画（全国計画）
及び第六次国土利用計画（全国計画）の原案について」

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001613290.pdf



Source: 国土交通省国土政策局総合計画課国土管理企画室(2016.1.28)資料
「国土利用計画制度について」 https://www.mlit.go.jp/common/001118983.pdf



Source: 第25回国土審議会(2023.6.7)資料 「新たな国土形成計画（全国計画）
及び第六次国土利用計画（全国計画）の原案について」

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001613290.pdf



Source: 国土交通省国土政策局総合計画課国土管理企画室(2016.1.28)資料
「国土利用計画制度について」 https://www.mlit.go.jp/common/001118983.pdf



２． 都市計画の体系と計画の性質
－無謬性・不確実性に関連して・・・【要点】

① （前回の発表に関連して）近年のまちづくりでは、個々の魅力あ
る取組が積み上げられて先進的な地域となる場合が多い。
全体を計画するマスタープランなどは、後追い的に位置づ
けられることも多くなっている。全体から個という流れから、
個から全体へという流れが多くみられるようになっている。

② 都市計画の体系における各種の計画は、法的な位置づけ
や効力も様々である。無謬性がそれほど強く問われていな
い（かわりに実現性は担保されていない）計画もある。

→ 不確実性を認識しながら、あるべき姿・将来像・それに至

るための課題を各主体で共有していくことが、計画（やビジョン、
マスタープランといったもの）の役割になるのではないか。



伝統的なドイツのリジッドな計画制度

（左）州計画による中心地の
設定

（下）開発を制御する建設管
理計画（土地利用計画）



ドイツの都市計画とグローバル化
(Stephan Schmidt(2009), European Planning Studies）

・ドイツの「伝統的」計画アプローチと、
グローバル化を見据えた「戦略的」アプローチ

「伝統的」：建設法典・州計画法（中心地設定、Bプラン等）
１．明示的で厳しい規制
２．極めて構造的でリジッドな制度設計
３．事前確定的、供給主導型
４．都市サービス・土地利用の平等性重視

「戦略的」：広域レベルの計画で顕著に。
１．グローバル化・競争に対応した柔軟な設定
２．簡素化されたプロセスと非公式の調整の重視
３．需要先行型
４．民間活用（PPP、コンセッション等）



戦略的な広域のプランニングの新しい形

• ドイツの国際建築展 ＩＢＡ:Internationale Bauausstellung
- 「展覧会方式」
- 緩やかなキーコンセプトを地域の各主体で共有
- コンセプトに基づく個別事業の認定

事業数地域（市郡名）

19Stuttgart

４Esslingen

３Rems-Murr

２Böblingen

６Ludwigsburg

３Göppingen

２圏域外

14圏域に属さない



個別の取組先行のまちづくりの極致：タクティカル・アーバニズム

「市民の創意と行動によって、道路や公園などの身近な公共空間を
市民にとって有益な空間へと小規模に改変する試みを通じて、公共
空間の利用法や規制について市民と行政の双方が議論する契機と
しようというムーブメントの総称」
（辻田昌弘(2016)『日本不動産学会誌』117より。赤字はスライド作成者）

Pfeifer, Laura., 2004, The Planner's Guide to Tactical Urbanism,
https://reginaurbanecology.files.wordpress.com/2013/10/tuguide1.pdf

タクティカルアーバニズムの例

• ベンチ・椅子や屋台の設置

• 車道の臨時開放（歩行者天国なども）

• 車道の広場化（ex)タイムズスクエアなど）

• 臨時カフェ（駐車場など）

• 臨時ストア（空き家・空き店舗など）

• 臨時公園（空き地など）

• 駐車場緑化

• フェンス撤去

• 舗装撤去



まちづくりのプロセス（作成中）
（東大まちづくり大学院のいくつかの講義を踏まえ）

組織

地域全体のあるべき姿

個別の事業

計画・マスタープラン
（将来像の提示）

役割分担（割り振り）

運営・マネジメント

個別の魅力ある事業

役割分担（手上げ）

運営・マネジメント

組織

地域全体のあり方

計画・マスタープラン
（積み上げ・見通し）



都市計画の体系（神奈川県の例）

かながわ都市マスタープラン地域別計画 (2021年改訂版)より

広域マスタープラン

都市計画区域
マスタープラン

都市計画（市町村）
マスタープラン

国土利用計画（県総合計画）

（分野別計画）



国土利用計画



国土利用計画（続）

• 全国～都道府県～市町村まで統一された体系。

• 土地利用の原則的な目標を文言で示し、対象地域（県なら県土
全体）の大まかな土地利用フレームを示す。

• 国土形成計画法の制定により、国土形成計画（全国計画）と国土
利用計画（全国計画）は一体のものとして作成することになった。

• 都道府県・市町村の計画は策定が任意である。都道府県は策定
しているものの、市町村の中には策定していないところも多い。
（おそらく半数程度は策定していない。）

※土地利用の具体的なイメージ、特に即地的なイメージは記載され
ない。（国土利用計画市町村計画の中には、例外的に具体的な
イメージが示されているものがある。）

※実際の規制手段との関係が不明確。



土地利用基本計画



土地利用基本計画（続）

（国土交通省資料）



土地利用基本計画（続）

• 都道府県に策定の義務。

• いわゆる「５地域」の指定を行う。
– 都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域、自然保全地域

– たとえば「都市地域」は、原則として都市計画区域と読み替えられ、一体の
都市としての土地利用が定められる。

※５地域は個別法の「縄張り」を示すのみで、土地利用の実態を規
定しない。広域的な指針性は、（事実上）ない。

※実際の規制・誘導は、個別法に完全に委ねられる。

Source:国土交通省国土政策局 (2016)「土地利用基本計画制度について」



都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

＝ 都市計画区域マスタープラン

（専門家の間で「区域マス」「県マスタープラン」などということが多い。）



都市計画区域マスタープラン（続）

• 正式名「都市計画区域の整
備、開発及び保全の方針」
都道府県が策定。
： 2000年の都市計画法の

改正により、すべての都市
計画区域について定めるこ
とになった。

• 都市計画決定を要する。

※都市計画区域が細かく分か
れすぎて、都市圏全体をカ
バーしていなかった。
→ 都道府県によっては統

合が進むが、一体の都市圏
を覆う範囲にはなっていな
い。

※軸、拠点・核、ゾーン・エリア
などの表示は、土地利用現
況または即地的な規制の現
状をそのまま示す場合がほ
とんど。（広域的な位置付け
や即地的な将来構想はほと
んど示せず。）



都市計画区域

神奈川県(2021)「（論点３）都市計画区域
マスタープランのあり方について」 大阪府ウェブサイト



複数自治体の全域

単独都市計画区域

単一自治体の全域 単一自治体の一部

広域都市計画区域
複数自治体の一部

『都市計画マニュアル』より



「市町村の都市計画に関する基本的な方針」

＝ 市町村マスタープラン

（専門家の間で「都市マス」「市町村マスタープラン」などといえば
たいていはこの計画。）



市町村マスタープラン（都市マス） （続）
• 正式名「市町村の都市計画に関する基本的な方針」 市町村が策

定。
： 1992年の都市計画法の改正により法定化。

• 都市計画区域を持つ自治体には、策定の義務がある。（まだ策定
していない市町村が若干ある。）

• 計画の範囲は、都市計画区域の場合と市町村域全体の場合があ
る。

• まちづくりの将来ビジョンを明らかにす
る。

• 全市域のまちづくりへの市民参加の主
なツールとなっている。

※都市計画決定ではない。
→○比較的自由に描くことができる。
→×実効性に乏しい。法的拘束力に

乏しい。

※総合計画と、目的の区別がつきにくい
といわれる場合も多い。



都市再生特別措置法に基づく

立地適正化計画



立地適正化計画（続）

• 都市再生特別措置法に定められた
計画：「都市計画マスタープランの高
度化版」

• 都市計画区域に対して定められる。

• 都市機能誘導区域と居住誘導区域
による「新たな線引き」

• 「コンパクト＋ネットワーク」の実現の
ための様々な制度と連動している。

• 策定は任意だが、国は策定を強く勧
めている。

※居住誘導区域は、市街化調整区域で
は定められないが、実際には市街化
調整区域でも市街化が進んでいる
（都市計画法34条11号の例外規定により）。
コンパクトシティの実現にとっては、
はなはだ不十分となっている。

※居住誘導区域外での開発等行為に
対する制限は厳しくない（３戸以上の
住宅の開発に対する届出の義務な
ど）。

横須賀市立地適正化計画
(2023年の改訂前のもの）



立地適正化計画（続）

横須賀市
立地適正化計画

(2023年の改訂前の
もの）



（任意の） 広域マスタープラン、基本方針、

ガイドラインなど



（任意の）広域マスタープラン、基本方針、ガイドラインなど
（続）

• 都市計画区域の小ささなどを背景に、県土全体または複数の都市計
画区域を対象とした都道府県による任意の計画。

• 「マスタープラン」「ガイドライン」「基本方針」「基本計画」など名称も
様々。

※都市計画決定を必要とする区域マスと比べても、図示などによる指針
性は概して低い。

※都道府県総合計画などを広域的な検討の直接の材料として用いる例
もあり、土地利用の広域調整手段としてはまだ試行段階にある。

かながわ都市マスタープラン(2007)



（任意の）広域マスタープラン、基本方針、ガイドラインなど
（続）

かながわ都市マスタープラン地域別計画 (左は2010年、右は2021年改訂版)



３．広域連携・圏域形成の可能性
－地方分権のもとで・・・ 【要点】

① 国土形成計画の主要なコンセプトとなっている地域生活圏
の具体的な

② 現在の自治体の広域連携の施策は、押しなべて地方分権
を前提として設計されており、連携するかしないか、またど
のような事業で連携するかの組み合わせも、各自治体が選
択できる仕組みとなっている。

→ 自然資本の保全・活用においても、連携によって各自治体

が得られるメリットを評価し、広域連携や圏域形成に参加する
モチベーションを高めることが必要となる。基本的に、ウィンウィ
ンの関係でないと成立しない。そうなるような国のサポート（補
助金等）が今後、より一層必要になる。



出典：第24回国土審議会(2022.7.15) 配布資料
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/kokudoseisaku01_sg_000306.html



出典：国土の長期展望専門委員会（第13回）配付資料（2021年３月８日）
「地域生活圏について」



（総務省ウェブサイトより）



定住自立圏構想の取組状況

Source: 総務省ＨＰ

参加市町村（定住自立圏形成協定締結又は定住自立圏形成方針策定済み。）
：５４２市町村 （１２９圏域） （令和３年４月１日現在）



連携中枢都市圏構想の取組状況

Source: 総務省ＨＰ



Source:小山市『第2期小山地区定住自立圏共生ビジョン（令和3年3月策定）』
https://www.city.oyama.tochigi.jp/uploaded/attachment/220336.pdf



都市計画分野における広域連携のトレンド
• 都市計画は地方分権の「優等生」

– 市町村の権限が大きく、都道府県の役割は小さくなっている。

– 市町村同士の水平的な連携はあまり見られない。

• 広域的な調整も市町村の意向に任せる方向に
– 例） 福島県商業まちづくり推進条例(2005)：特定小売商業施設（店舗面

積6000平米超）の立地を、県が定める「商業まちづくり基本方針」で規定。
各種計画やインフラ整備状況等に基づいて、県が条例で中心的な自治
体へ誘導、他自治体への立地を抑制する制度。

Source: 福島県長期総合計画『うつくしま２１』
（※市町村の境界は平成の大合併前のもの）

– しかし、条例が2019年に見直さ
れ、これまで県が商業施設を誘
導すべき市町村を選定していた
垂直的な仕組みから、定住自
立圏などの圏域単位で水平的
に要件の要否を判断できるよう
になった。（瀬田(2020)）



広域連携(IMC: Intermunicipal Cooperation)の
理論的な側面

1. 評価困難性(measurement difficulty)： 本来的な計測の難しさや

情報の不完全性などによって、事業等の実施効果がはっきりと
わからないこと。成果がはっきりわからないと、連携をためらう恐
れがある。

2. 資産特定性(asset specificity)： 一度特定的な資産への投資が行

われると、その取引内によって政策が制限されてしまう性質。そ
れを避けようという意図が強く働くと連携が進まない恐れがある。

• 取引費用(transaction cost): 一般に、取引を行うための様々なコス

トを指す。広域連携においては、連携やそのための調整に必要な
様々なコストを指す。広域連携では、連携のコストである、1.評価
困難性と2.資産特定性（研究者によっては他の種類のコストを挙げること

もある）を低めるために、様々な工夫をおこなう必要がある。また取
引費用が低い分野での連携が進む傾向がある。 （cf R・コース）


